
千葉県相談支援従事者初任者研修

社会福祉法人ワーナーホーム
山岡 功平

障害者福祉の歴史

この講義のねらい

•どのような法律ができ、どんな
支援をしてきたのか、障害者福
祉の歴史を理解する。

•障害者総合支援法の基本理念や
障害福祉サービス等の基本的な
内容を理解する。
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1947(S22)  学校教育法

1948(S23) 児童福祉法

1949(S24)  身体障害者福祉法

1950(S25)  精神衛生法

1951(S26)  社会福祉事業法

1960(S35)  精神薄弱者福祉法

身体障害者雇用促進法

1970(S45)  心身障害者対策基本法

＜特徴＞
・障害種ごとの施策
・福祉サービスは主に行政の措置として提供
・主に民間の社会福祉法人に委託
・結果として入所者や入院者が増加（隔離・収容）

戦後の制度展開

【戦前】
・基本は家族依存
・民間の篤志家・宗教家が携わる

【戦後】
憲法に福祉が位置付けられた。

欧米の脱施設化

戦後すぐはアメリカでも精神障害者や知的障害
者が、州立病院や精神薄弱施設に収容されていた。
1963年(S38)、当時の大統領による「ケネディ教書
（精神病及び精神薄弱に関する大統領教書）」が
発表され、脱施設化と知的障害者・精神障害者の
ための積極的な福祉施策がとられるようになった。
実際は地域ケアの不足や障害者のホームレス化な
どの課題も生じたが、障害者の権利擁護や地域で
の支援体制の重要性を社会に広く認識させる契機
となった。

イギリスでも、1960(S35～)年代から脱施設化の
政策が掲げられ、地域ケアを中心とした地域保健
サービスへの転換が図られた。

イタリアでは、1978(S53～)年のバザーリア法で
公立精神病院を廃止するなど、脱施設化と地域精
神医療サービスの充実が図られた。4
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精神科病院で起きたリンチ殺人

【昭和５９年（１９８４）年】

退院患者の告発と、新聞記者の取材で2人の患者の死亡が明らかに

なり、職員によるリンチ、当番でのヤキという仕置きなどの恐怖支
配や殴打による骨折・失神など、障害者への虐待・暴行が明らかに
なり、この事件をきっかけに、国連人権委員会などの国際機関でも、
日本の精神保健における人権蹂躙（じゅうりん）が取り上げられ、
世界中から日本国政府に非難が集中するという結果になった。

患者２人に「死のリンチ」
宇都宮の精神病院で看護職員
金属パイプなどで殴打 昨年４月と１２月 目撃職員ら証言

宇都宮市の私立精神病院で昨年四月、入院患者の一人が看護職員に金属パイプで乱打され、約四時間後に死ん
だことが、現場に居合わせた職員や退院患者数人の話から明らかになった。さらに十二月にも職員らに棒や素手
で殴られた患者が、その翌日に急死した。病院側は二件とも遺族に病死と説明、警察や県に届けていなかった。

「朝日新聞」１９８４年３月１４日（朝刊）

障害保健福祉施策の歴史（Ｓ５６国際障害者年以降）

障害者基本法
（心身障害者対策基本法
として昭和45年制定）

身体障害者福祉法
（昭和24年制定）

知的障害者福祉法
（精神薄弱者福祉法とし

て昭和35年制定）

精神保健福祉法
（精神衛生法として
昭和25年制定）

国
際
障
害
者
年

“

完
全
参
加
と
平
等”

【S56】

障害者基
本法へ

知的障害者
福祉法へ

精神保
健法へ

精神保健
福祉法へ

【H5】

【H10】

支
援
費
制
度
の
施
行

「ノーマライゼーション」理念の浸透「ノーマライゼーション」理念の浸透

【S62】 【H7】

【H15】

児童福祉法
（昭和23年制定）

障害者に関する世界行動計画
国連・障害者の十年
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•障害者の自己決定を尊重
（サービス利用意向）

•事業者と利用者が対等
•契約によるサービス利用

措置制度から「支援費制度」へ（H15）

7

措置制度（～H15）

• 行政がサービス内容を決定
• 行政が事業者を特定
• 事業者は行政からの受託者

としてサービス提供

支援費制度（H15～H18）

報酬
支払 支給

申請

支給
決定

行政

障害者事業者

事業者を選択

契約による
サービス提供

事業者
を特定

サービス
内容を
決定

行政

障害者事業者

行政からの受託者と
してサービス提供

障害保健福祉施策の歴史（Ｓ５６国際障害者年以降）

障害者基本法
（心身障害者対策基本法
として昭和45年制定）

身体障害者福祉法
（昭和24年制定）

知的障害者福祉法
（精神薄弱者福祉法とし

て昭和35年制定）

精神保健福祉法
（精神衛生法として
昭和25年制定）

国
際
障
害
者
年

“

完
全
参
加
と
平
等”

【S56】

障害者基
本法へ

知的障害者
福祉法へ

精神保
健法へ

精神保健
福祉法へ

【H5】

【H10】

支
援
費
制
度
の
施
行

障
害
者
自
立
支
援
法
施
行

「ノーマライゼーション」理念の浸透「ノーマライゼーション」理念の浸透

利用者が
サービスを
選択できる

仕組み

【S62】 【H7】

【H15】【H18】

児童福祉法
（昭和23年制定）

障害者に関する世界行動計画
国連・障害者の十年
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支援費制度から「障害者自立支援法（H18）」へ

9

・身体、知的、精神という障害種別ごとに縦割りでサービスが提
供されており、使いづらい仕組みとなっていた。また、精神障
害者は支援費制度の対象外であった。

・地域によっては、サービスの提供体制が不十分であり、必要と
する人々すべてにサービスが行き届いていなかった。

・働きたいと考えている障害者に対して、就労の場を確保する支
援が十分でなかった。

・支給決定のプロセスが不透明であり、全国共通の判断基準に基
づいたサービス利用手続きが規定されていなかった（サービス
の必要度を測る「ものさし」がなかったために、地域によって、
個々人によってサービスの内容・量が大きく乖離）。

障害者自立支援法の施行（H18）

「障害者自立支援法（H18）」のポイント

①：障害者施策を３障害一元化

３障害の制度格差を解消し、精神障害者を対象に。

②：支給決定の透明化、明確化

支援の必要度に関する客観的な尺度（障害程度区分）を導入。審査会の意
見聴取など支給決定プロセスを透明化。

③：サービス体系の再編

３３種類に分かれた施設体系を再編し、日中活動支援と夜間の居住支援を
分離。「地域生活支援」や「就労支援」のための事業や重度の障害者を対象
としたサービスを創設。規制緩和を進め多様な経営主体の参入、既存の社会
資源を活用。

④：就労支援の抜本的強化

新たな就労支援事業を創設。雇用施策との連携を強化。

⑤：安定的な財源の確保

国の費用負担の責任を強化

（費用の１／２が国負担・１／４が県・１／４が市町村） 107
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サービス体系の再編

【自立支援法以前】

障害保健福祉施策の歴史（Ｓ５６国際障害者年以降）

障害者基本法
（心身障害者対策基本法
として昭和45年制定）

身体障害者福祉法
（昭和24年制定）

知的障害者福祉法
（精神薄弱者福祉法とし

て昭和35年制定）

精神保健福祉法
（精神衛生法として
昭和25年制定）

国
際
障
害
者
年

“

完
全
参
加
と
平
等”

【S56】

障害者基
本法へ

知的障害者
福祉法へ

精神保
健法へ

精神保健
福祉法へ

【H5】

【H10】

支
援
費
制
度
の
施
行

障
害
者
自
立
支
援
法
施
行

障害者基本法
の一部改正

「ノーマライゼーション」理念の浸透「ノーマライゼーション」理念の浸透

利用者が
サービスを
選択できる

仕組み

３障害共
通の制度

【S62】 【H7】

【H23】

【H15】【H18】【H24】
障
害
者
自
立
支
援
法
・

児
童
福
祉
法
の
一
部
改
正
施
行

児童福祉法
（昭和23年制定）

国連障害者権利条約の理念
社会モデル（社会的障壁）

共生社会の実現

事業の再編
障害程度度区分と支給プロセス確立

安定的な財源（国1/2）

障害者に関する世界行動計画
国連・障害者の十年
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障害者自立支援法・児童福祉法の一部改正（Ｈ２４）

①：障害者の範囲の見直し
発達障害が障害者自立支援法の対象となることを明記。

②：相談支援の充実
サービス等利用計画作成の対象者の大幅な拡大（原則すべてのサー

ビス利用者に計画が必要）。
相談支援体制の強化（市町村に基幹相談支援センターを設置、「自

立支援協議会」を法律上位置付け）。

③：障害児支援の強化
放課後等デイサービス、
保育所等訪問支援の創設。

13

サービスの提供そのもので

なく「相談支援」という支援
自体が評価され、報酬が発生
するようになった。
※ 「相談支援」の意義

障害保健福祉施策の歴史（Ｓ５６国際障害者年以降）

障害者基本法
（心身障害者対策基本法
として昭和45年制定）

身体障害者福祉法
（昭和24年制定）

知的障害者福祉法
（精神薄弱者福祉法とし

て昭和35年制定）

精神保健福祉法
（精神衛生法として
昭和25年制定）

国
際
障
害
者
年

“

完
全
参
加
と
平
等”

【S56】

障害者基
本法へ

知的障害者
福祉法へ

精神保
健法へ

精神保健
福祉法へ

【H5】

【H10】

支
援
費
制
度
の
施
行

障
害
者
自
立
支
援
法
施
行

障害者基本法
の一部改正

障
害
者
総
合
支
援
法
施
行

「ノーマライゼーション」理念の浸透「ノーマライゼーション」理念の浸透

利用者が
サービスを
選択できる

仕組み

３障害共
通の制度

【S62】 【H7】

【H23】

【H15】【H18】【H24】 【H25】
障
害
者
自
立
支
援
法
・

児
童
福
祉
法
の
一
部
改
正
施
行

児童福祉法
（昭和23年制定）

相談支援の充実、
障害児支援の強化

国連障害者権利条約の理念
社会モデル（社会的障壁）

共生社会の実現

事業の再編
障害程度度区分と支給プロセス確立

安定的な財源（国1/2）

障害者に関する世界行動計画
国連・障害者の十年
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障害者総合支援法 第１条 基本的理念

障害者及び障害児が日常生活又は社会生活を営むための
支援は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく
基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重され
るものであるとの理念にのっとり、全ての国民が、障害の
有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性
を尊重し合いながら共生する社会を実現するため、全ての
障害者及び障害児が可能な限りその身近な場所において必
要な日常生活又は社会生活を営むための支援を受けられる
ことにより社会参加の機会が確保されること及びどこで誰
と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会
において他の人々と共生することを妨げられないこと並び
に障害者及び障害児にとって日常生活又は社会生活を営む
上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観
念その他一切のものの除去に資することを旨として、総合
的かつ計画的に行わなければならない。

15

「障害者総合支援法（H25）」のポイント

①：障害者の範囲の見直し

症状が変動しやすい難病患者等が障害福祉サービスの支援の対象外となる
場合があった。

制度の谷間を埋めるべく、障害者の定義に新たに難病等（治療方法が確立
していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障害の
程度が厚生労働大臣が定める程度である者）を追加し、障害福祉サービス等
の対象とする。

②：障害支援区分の創設
(旧)障害程度区分は、「障害の程度（重さ）」ではなく、標準的な支援の

度合を示す区分であることが分かりにくいことから、名称・定義を変更。

障害者等の障害の多様な特性その他心身の状態に応じて必要とされる標準
的な支援の度合を総合的に示すもの。

16
10



17

「障害支援区分」の考え方

18

障害の程度（重さ） ≠ 必要とされる支援の量

○例えば・・・

①障害が重度で、入浴でき
ず清拭のみ行っている場合

②障害が軽度で、自分で入浴

できるが、行為が不十分なた
め、全面的に支援者等がやり
直している場合

①も②も、支援の度合は「全面的な支援が
必要」

障害支援区分の基本原則

11



障害保健福祉施策の歴史（Ｓ５６国際障害者年以降）

障害者基本法
（心身障害者対策基本法
として昭和45年制定）

身体障害者福祉法
（昭和24年制定）

知的障害者福祉法
（精神薄弱者福祉法とし

て昭和35年制定）

精神保健福祉法
（精神衛生法として
昭和25年制定）

国
際
障
害
者
年

“

完
全
参
加
と
平
等”

【S56】

障害者基
本法へ

知的障害者
福祉法へ

精神保
健法へ

精神保健
福祉法へ

【H5】

【H10】

支
援
費
制
度
の
施
行

障
害
者
自
立
支
援
法
施
行

障害者基本法
の一部改正

障
害
者
総
合
支
援
法
施
行

「ノーマライゼーション」理念の浸透「ノーマライゼーション」理念の浸透

利用者が
サービスを
選択できる

仕組み

３障害共
通の制度

【S62】 【H7】

【H23】

障
害
者
総
合
支
援
法
・

児
童
福
祉
法
の
一
部
改
正

【H15】【H18】【H24】 【H25】【以降3年おき】

障
害
者
自
立
支
援
法
・

児
童
福
祉
法
の
一
部
改
正
施
行

障
害
者
差
別
解
消
法

障
害
者
虐
待
防
止
法

【H24】 【H28】

児童福祉法
（昭和23年制定）

相談支援の充実、
障害児支援の強化

【H17】発達障害者支援法【R3】医療的ケア児支援法【R8】高次脳機能障害者支援法

難病等を追加
障害支援区分

国連障害者権利条約の理念
社会モデル（社会的障壁）

共生社会の実現

事業の再編
障害程度度区分と支給プロセス確立

安定的な財源（国1/2）

障害者に関する世界行動計画
国連・障害者の十年

20

障害者総合支援法・児童福祉法における給付・事業

12



21

障害福祉サービス等の体系（介護給付・訓練等給付）

22

障害福祉サービス等の体系（障害児支援、相談支援に係る給付）

13



各サービスと障害支援区分の対応（概略）

23

居宅
支援
系

施設
系

日中活動系訪問系

共同
生活
援助

施設
入所
支援

療養
介護

短期
入所

生活
介護

重度
障害
者等

包括
支援

行動
援護

同行
援護

重度
訪問
介護

居宅
介護

非該当

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６

ALS患
者等は
区分６

筋ジス、
重心は
区分５

50歳
以上は

区分２
以上

50歳
以上は

区分３
以上

※上記以外にも利用要件や加算要件、経過措置等あり

障害保健福祉施策の歴史（Ｓ５６国際障害者年以降）

障害者基本法
（心身障害者対策基本法
として昭和45年制定）

身体障害者福祉法
（昭和24年制定）

知的障害者福祉法
（精神薄弱者福祉法とし

て昭和35年制定）

精神保健福祉法
（精神衛生法として
昭和25年制定）

国
際
障
害
者
年

“

完
全
参
加
と
平
等”

【S56】

障害者基
本法へ

知的障害者
福祉法へ

精神保
健法へ

精神保健
福祉法へ

【H5】

【H10】

支
援
費
制
度
の
施
行

障
害
者
自
立
支
援
法
施
行

障害者基本法
の一部改正

障
害
者
総
合
支
援
法
施
行

「ノーマライゼーション」理念の浸透「ノーマライゼーション」理念の浸透

利用者が
サービスを
選択できる

仕組み

３障害共
通の制度

【S62】 【H7】

【H23】

障
害
者
総
合
支
援
法
・

児
童
福
祉
法
の
一
部
改
正

【H15】【H18】【H24】 【H25】【以降3年おき】

障
害
者
自
立
支
援
法
・

児
童
福
祉
法
の
一
部
改
正
施
行

障
害
者
差
別
解
消
法

障
害
者
虐
待
防
止
法

【H24】 【H28】

児童福祉法
（昭和23年制定）

相談支援の充実、
障害児支援の強化

【H17】発達障害者支援法【R3】医療的ケア児支援法【R8】高次脳機能障害者支援法

難病等を追加
障害支援区分

国連障害者権利条約の理念
社会モデル（社会的障壁）

共生社会の実現

事業の再編
障害程度度区分と支給プロセス確立

安定的な財源（国1/2）
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